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注70　�ここでの1府12省庁とは、内閣府、警察庁、金融庁、総務省、法務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省を指す。

政府開発援助大綱（ODA）大綱は、ODAをより効率的・効果的なものとするために進めるべき一
連の改革措置を、援助政策の立案および実施体制、国民参加の拡大、効果的実施のために必
要な事項の3つに分けて示しています。

援助政策の立案および実施における取組

　日本では1府12省庁（注70）がODA
に携わっています。2006年4月に内
閣に設置された海外経済協力会議で
は、議長である内閣総理大臣の下、
内閣官房長官、外務大臣、財務大臣
および経済産業大臣などが出席し、
これまでに海外経済協力の在り方、
ODAの質と量を巡る課題、地域別（ア
ジア、アフリカ、アフガニスタン・パ
キスタン、中央アジア・コーカサス、
大洋州など）および分野別（法制度整
備支援、食料安全保障など）の海外経
済協力の方針などについて審議され
ました。
　外務大臣の下に設立されている国

際協力企画立案本部では、外務省の
国際協力局と地域担当局などが、国
際協力の方針や地域別課題、重点課
題の取り組み方などを協議し、外交
政策全体の中での役割を常に確認し
つつ、効果的なODAの企画・立案に
努めています。2010年6月に発表さ
れた外務省による「ODAのあり方に
関する検討　最終とりまとめ」におい
ても、同本部を積極的に活用するこ
ととしています。
　2006年8月に設置された外務省国
際協力局は、援助に関わる政策を総
合的に企画・立案するとともに、政府
全体を通じた調整の中核役となってい

ます。2009年7月には、外務省にお
けるODAの政策・企画立案機能強化
のため、国際協力局の機構改革を行い
ました。ODA政策の企画・立案を担
当していた総合計画課と援助手法を
担当していた無償資金・技術協力課お
よび有償資金協力課を統廃合し、国
別担当課を強化しました。これにより、
新設された開発協力総括課の下、3つ
の国別担当課による3つの援助手法が
一体となった支援が可能となりまし
た。また、二国間援助と多国間援助に
関しては、これまで以上に連携を図り、
国際協力の戦略性を強化し、より効果
的な援助の実施に取り組んでいます。

　ODA関係省庁連絡協議会、技術
協力連絡会議、ODA評価連絡会議

などを通じ、関係府省庁の間で情報
共有や意見交換を行うとともに、関

係府省庁の知見を政策に反映してい
ます。

　外務省は、海外経済協力会議の議
論の結果や、外務省が作成する年度
ごとの国際協力重点方針を迅速に援
助の実施に反映できるよう、援助実
施機関との連携を図っています。
　2008年10月には、技術協力の実

施と無償資金協力の促進を担ってき
たJICAと、円借款など有償資金協
力の実施を担当していた旧JBIC（国
際協力銀行）の海外経済協力部門が
統合され、新JICAが誕生しました。
外務省が実施してきた無償資金協力

の実施業務の一部もJICAに移行さ
れ、技術協力、有償資金協力、無償
資金協力という３つの援助手法を一
元的に実施する総合的な援助実施機
関となりました。

1. 援助政策の立案および実施体制

（１）一貫性のある援助政策の立案

（２）関係府省庁間の連携

（３）政府と実施機関の連携

第 5 節
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欧　州 ●ブルガリア  ●ルーマニア

中　東
●アフガニスタン  ●イエメン  ●イラン  ●エジプト  ●サウジアラビア
●シリア  ●チュニジア  ●トルコ  ●モロッコ  ●ヨルダン

アフリカ

●アンゴラ  ●ウガンダ  ●エチオピア  ●エリトリア★  ●ガーナ  ●ケニア  
●コートジボワール  ●コンゴ民主共和国  ●ザンビア  ●ジンバブエ
●スーダン  ●セネガル  ●タンザニア  ●ナイジェリア  ●ボツワナ
●マダガスカル  ●マラウイ  ●南アフリカ共和国
●モザンビーク  ●ルワンダ  

アジア

●インド  ●インドネシア  ●ウズベキスタン ●カザフスタン  ●カンボジア  
●キルギス  ●スリランカ  ●タイ  ●タジキスタン  ●中国
●ネパール  ●パキスタン  ●バングラデシュ  ●東ティモール
●フィリピン  ●ブータン★  ●ベトナム  ●マレーシア
●ミャンマー　●モンゴル  ●ラオス

大洋州
●キリバス★  ●サモア★  ●ソロモン  ●ツバル★  ●トンガ★

●ナウル★  ●バヌアツ★  ●パプアニューギニア  ●フィジー

中南米

●アルゼンチン  ●エクアドル  ●エルサルバドル  ●グアテマラ
●コスタリカ  ●コロンビア  ●チリ  ●ドミニカ共和国  ●ニカラグア
●パナマ  ●パラグアイ  ●ブラジル  ●ベネズエラ  ●ペルー  ●ボリビア  
●ホンジュラス  ●メキシコ  ●ウルグアイ

注71　�PRSP ： Poverty Reduction Strategy Paper

　より効果的な開発支援のため、開
発途上国との間で緊密な政策協議を
行い、互いの認識や理解を共有する
取組を進めています。日本は、自助

努力の支援という観点からODAを実
施しており、開発途上国からの要請
を重視する一方、要請を受ける前の
段階で相手国政府関係者と政策協議

を実施することで、相手国の開発政
策や援助需要を十分に理解し、日本
の援助政策との協調を図っています。

　開発途上国政府との政策協議を強
化するため、多くの開発途上国で、在
外公館およびJICA現地事務所などで
構成される現地ODAタスクフォース
を設置しています。開発途上国の援助
需要の把握に加え、国別援助計画や
事業展開計画などの援助政策の策定

への参画、開発途上国政府との政策
協議の実施、他の援助国や国際機関と
の連携への参画、援助手法の連携や
見直しに関する提言、援助対象候補
案件の形成・選定などを行っています。
　また、貧困削減戦略文書（PRSP（注71））
の策定や見直しの動きなどに合わせ

て、現地での援助協調が各地で本格
化している状況に対応し、日本は
2006年度から一部の在外公館に経済
協力調整員を配置し、援助協調にか
かわる情報収集・調査や日本の政策に
ついての対外発信および提言を現場
で行う体制をとっています。

（４）政策協議の強化

（５）現地機能の強化

図表 Ⅲ-19 　国別援助計画・現地ODAタスクフォースの立ち上がっている国一覧

東アジア

	 ●インドネシア	 2004年11月
	 ●カンボジア	 2002年  2月	 改訂中
	 ●タイ	 2000年  3月	 2006年  5月
	 ●中国	 2001年10月
	 ●フィリピン	 2000年  8月	 2008年  6月
	 ●ベトナム 	 2004年  4月 	 2009年  7月
	 ●マレーシア 	 2002年  2月 	 2009年  4月
	 ●モンゴル 	 2004年11月 	 改訂中
	 ●ラオス 	 2006年  9月

アフリカ

	 ●エチオピア 	 2008年  6月
	 ●ガーナ 	 2000年  6月 	 2006年  9月
	 ●ケニア 	 2000年  8月 	 改訂中
	 ●ザンビア 	 2002年10月
	 ●セネガル 	 2009年  4月
	 ●タンザニア 	 2000年  6月 	 2008年 6月
	 ●ウガンダ 	 策定中　　　
	 ●マダガスカル 	 策定中　　　

中南米
	 ●ニカラグア 	 2002年10月 	 改訂中
	 ●ペルー 	 2000年  8月 	 改訂中
	 ●ボリビア 	 2009年  4月

中　東

	 ●エジプト 	 2000年  6月 	 2008年 6月
	 ●チュニジア 	 2002年10月 	 改訂中
	 ●ヨルダン 	 策定中　　　
	 ●モロッコ 	 策定中　　　

中央アジア・
コーカサス  

	 ●ウズベキスタン 	 2006年  9月
	 ●カザフスタン 	 2006年  9月
	 ●キルギス 	 2009年  4月
	 ●タジキスタン 	 2009年  4月

南アジア

	 ●インド	 2006年  5月
	 ●スリランカ 	 2004年  4月 	 改訂中
	 ●パキスタン 	 2005年  2月
	 ●バングラデシュ 	 2000年  3月 	 2006年  5月

［ 国別援助計画（2010年10月現在） ］
策定 改訂

［ 現地ODAタスクフォース］

計2か国

計10か国

計20か国

計21か国

計9か国

計18か国
＊ 合計80か国（兼轄国★を含む）
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　日本は、民間企業、NGO、大学、
地方自治体、国際機関や他の援助国

とも連携しながら国際協力を行って
います。

（６）内外の援助関係者との連携

　近年、NGOは開発、環境、人権、
貿易、軍縮など、主要外交分野にお
ける政策提言などを通じて、国際社
会において重要な役割を果たしてい
ます。日本のNGOは、教育、保健・
医療、水供給、難民支援、地雷処理
など様々な開発協力分野において質

の高い援助活動を実施しているほ
か、大規模災害や紛争の現場で迅速
な人道支援活動を展開しています。
地域住民のニーズに知見を有する
NGOは、政府では手の届かない地
域での活動が可能であり、日本の「顔
の見える援助」の実現にもつながりま

す。日本は、ODA大綱やODA中
期政策においてNGOとの連携推進
を掲げており、NGOによる援助活
動への資金協力、能力強化への支援、
対話の促進など、様々な連携推進策
を実施しています。

　日本は、NGOが円滑に援助活動を
実施できるように様々な協力を行っ
ています。たとえば、NGOの草の根
レベルの経済社会開発事業に資金を
供与する日本NGO連携無償資金協
力を通じて、2009年度に47団体が、
学校建設、障がい者支援、職業訓練、
井戸の建設など計81件の事業を実施
しました。また、2000年にNGO、
政府、経済界の連携によって設立さ
れた緊急人道支援組織であるジャパ
ン・プラットフォームには、2010年9
月現在で32のNGOが参加し、事前
に拠出されたODA資金や企業・市民

からの寄付金を活用して大規模災害
発生時などに迅速に生活物資配布、
医療支援などを行っています。2009
年度には、スマトラ島沖地震やハイ
チ地震、フィリピンにおける水害の被
災者支援，スーダン南部やスリラン
カ北部における人道支援など、8か国
において73件、総額約15億7,000
万円の事業を実施しました。
　JICAの技術協力プロジェクトは
NGOを含む民間団体に委託して実
施される場合があります。2009年
度は、201件のプロジェクトが民
間団体によって実施され、NGOや大

学といった様々な団体のノウハウが活
用されています。さらに、JICAは
NGOや地方自治体などが提案する
案件で、開発途上国の地域住民の
生活向上に直接貢献し、政府が定める
国別援助計画に沿っているものに
ついて事業の委託を行う草の根技術
協力を実施しています。特に、この
協力制度の中の「草の根パートナー
型」では、既に開発途上国において
国際協力に一定の実績を有している
NGOなどが蓄積してきた経験や
技術を活かした開発途上国への支援
を行っています。

　NGO活動のさらなる支援策とし
て様々な活動環境整備事業を実施し
ています。たとえば「NGO相談員制
度」では、外務省の委託を受けた
NGOの職員がNGOの設立、組織
運営や活動、国際協力活動などに関
する市民やNGO関係者からの照会

にこたえています。そのほか、国際
協力イベントなどで相談に応じたり、
出張して講演をするサービスを行っ
ており、NGO活動の促進および
NGO活動に対する理解促進を図っ
ています。また、「環境」や「企業との
連携推進」などのテーマごとにNGO

が自ら学習会やシンポジウムを実施
する「NGO研究会」を主催するなど、
NGOの組織運営能力や専門性の向
上を支援する取組も行っています。
　JICAは、NGOスタッフのため様々
な研修を行っています。たとえば、
開発途上国でのプロジェクトの実施

ア．NGO との連携 

（ア） NGOが行う事業との協力

（イ） NGO活動環境の整備



114　2010年版　政府開発援助（ODA）白書 115

イ．民間企業との連携

能力の向上を図るプロジェクト・マネ
ジメントや国内での広報・資金調達
能力を強化する組織マネジメントに
関して研修を行うNGO人材育成研

修、草の根技術協力などの事業計画
立案・評価手法の習得を図るプロ
ジェクト・サイクル・マネジメント
（PCM）研修、NGOが団体ごとに抱

える問題に対し個別にアドバイスを
行うための国内外へのアドバイザー
派遣などを行っています。

　1996年以降外務省は、NGOとの
対話および連携を促進するため、
NGO・外務省定期協議会を開催し、
日本の援助政策や日本NGO連携無
償資金協力などのNGOを対象とし
た資金協力制度に関する協議を活発

に実施しています。2002年以降は
開発途上国でのNGOとの意見交換
の場として「ODA大使館」を開設し、
これまでネパールやスリランカをは
じめとする27か国で、大使館、援助
実施機関、NGOがODAの効率的・

効果的な実施について協議を行って
います。JICAは、より効果的な国際
協力を実現するため、NGOを含む
市民の理解と参加を促進するNGO-
JICA協議会を開催しています。

　民間企業の開発途上国における活
動は、雇用創出、税収の増加、外貨
獲得、技術移転、貿易投資の拡大な
どのＯＤＡだけではできない規模の
開発効果を開発途上国にもたらすこ
とが期待できます。このような民間
企業の開発途上国における活動を推
進するために、2008年4月に官民連
携促進策「成長加速化のための官民

パートナーシップ」を発表し、民間企
業からの、開発途上国の経済成長、
貧困削減に資する民間企業の活動と
ODAとの官民連携案件に関する相
談や提案を受け付けています。
　また、最近注目されている、民間企
業が進出先の地域社会に積極的に貢
献することを目指すCSR（Corporate 
Social Responsibility）活動や、低所

得階層を対象にビジネスを展開し、
生活の向上や社会的課題の解決への
貢献を目指すBOP（Base Of the 
economic Pyramid）ビジネスを、
現地NGOなどと連携して企業が行
う場合に、草の根・人間の安全保障
無償資金協力や各種技術協力施策を
活用するなどの新しい取組も行って
います。

　開発途上国への開発支援に取り組
むにあたり、官民連携の必要性が広
く認識され、円借款と民間事業の実
施とを効果的に組み合わせた迅速な
開発効果発現が求められています。
効果的な官民連携推進の観点から
も、円借款の迅速化を一層進展させ

る必要があります。
　日本は、借入国側のオーナーシッ
プ、不正・腐敗防止や環境社会配慮
など、説明責任や適正な手続の確保
に留意しつつ、2007年の「円借款の
迅速化について」および2009年の
「官民連携推進等のための円借款の

迅速化」を踏まえ、2010年7月にも
「円借款の迅速化について」を発表
し、早期段階での関心表明（プレ・プ
レッジ）の導入や現地モニタリング会
合の増強による問題の早期発見と対
応策の実施などの追加的措置を定め
ました。

（ウ） NGOとの対話と連携

（ア）成長加速化のための官民パートナーシップ

（イ）円借款の迅速化
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注72　�援助の効果向上のために必要な措置について、援助国と被援助国双方の取組事項をとりまとめたもの。2005年にパリで開催された「第2回援助効果向上に関するハイレベル・フォーラム」
で採択された。

注73　�AAA ： Accra Agenda for Action。2008年9月にガーナで開催された「第3回援助効果向上に関するハイレベル・フォーラム」にて採択された行動計画。パリ宣言の目標達成に向けて、
援助効果のさらなる向上への決意および2010年までの取組が記載されている。

注74　�DFID ： Department for International Development
注75　�生産性向上と環境保全の両立を実現させるための戦略である「緑の生産性事業」の効果的な実施のため、日本企業から助言と協力を得るべくAPOが2003年に設置した諮問委員会。現在

60社以上が参加している。

　日本は、より効果的なODAの実
施のため、大学や地方自治体が蓄積
してきたノウハウを活用しています。
JICAは、大学が持つ知的財産を活
用すべく、大学との契約により包括

的な技術協力の実施や円借款事業を
推進しています。大学にとっては、
JICAと連携することで開発途上国の
現場にアクセスしやすくなり、実践
的な経験を得られるという利点があ

ります。また、地方自治体とも、事
業の質的向上、援助人材の育成、地
方発の事業展開の活性化において連
携しています。

　開発途上国の地方自治体やNGO
との連携は、開発途上国の経済社会
開発に有益なだけではなく、開発途
上国の市民社会やNGOの強化にも
つながります。日本は、主に草の根・
人間の安全保障無償資金協力を通じ

て、これら援助関係者が実施する経
済社会開発事業を支援しています。
この資金協力は、草の根レベルに直
接利益となるきめ細やかで足の速い
支援として開発途上国でも高く評価
されています。

　近年、援助効果を促進するとの観
点から、MDGsなど国際的な開発目
標達成のため、パリ宣言（注72）やアク
ラ行動計画（AAA）（注73）に基づいて
様々な援助主体が援助政策の協調を
図っています。現在、多くの被援助
国において、保健や教育など分野
ごとに作業部会が形成され、その国

の分野別開発戦略に沿って、プログ
ラム型の支援が実施されています。
日本はタンザニアにおいては農業、
イエメンにおいては水など、多数の
プログラムに参加しています。また、
バングラデシュにおいては、2005年
に世界銀行、アジア開発銀行（ADB）、
英国国際開発省（DFID（注74））と同国
の貧困削減戦略（PRS）支援のための
共通戦略パートナーシップを策定
し、セクター横断的により効果的、
効率的な援助を実施するための協
調・連携を進めています。現在では、
より多くのドナー間での共通援助戦
略を策定するための作業部会にも参
加し、援助協調に積極的に関与して
います。

　世界銀行などの国際機関との間で
は、幹部の来日の機会などをとらえ、
援助政策の在り方などについて政策
対話を行っています。2007年には
アジア開発銀行（ADB）との連携の一
環として、日本は「アジアの持続的成
長のための日本の貢献策（ESDA）」を
発表し、投資の促進および省エネの
促進に取り組んでいます。最近では、
日本国内に本部のある国際機関との
協力・連携も積極的に進めており、た
とえば、アジア生産性機構（APO）と
の間では、政府レベルでの協力に加
え、民間企業が「緑の生産性諮問委
員会（注75）」を通じてAPOの政策立
案に貢献しています。
　これらの取組に加えて、マルチ（多

（ウ）大学・地方自治体との連携

（エ）開発途上国の地方自治体・NGOなどとの連携

オコンジョ世界銀行専務理事による山花郁夫外務大臣政務官表敬

カンボジアの現地スタッフに子どもの診療に関する指導を
行っている様子（提供 ： （特活）シェア＝国際保健協力市民の会）

（オ）国際機関や他国との連携
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注76　�FASID ： Foundation for Advanced Studies on International Development
注77　�GRIPS ： National Graduate Institute for Policy Studies
注78　�IDS ： International Development Studies

　国民各層からの参加を得た国際協
力を推進するため、JICAは、青年海
外協力隊事業やシニア海外ボラン
ティア派遣事業を行っています。青
年海外協力隊は、20歳から39歳の青
年が開発途上国に原則2年間滞在し、
開発途上国の人々と生活や労働を共
にしながら、開発途上国の経済社会
開発に協力する国民参加型事業です。
青年海外協力隊は40年以上の歴史を
持ち、海外でも高く評価されている日

本の顔の見える援助の一つです。シ
ニア海外ボランティア事業は、幅広
い技術、豊かな経験を有する40歳か
ら69歳で、ボランティア精神に基づ
き開発途上国の発展のために貢献し
たいという方々が行う活動を日本政府
が支援する国民参加型事業であり、
青年海外協力隊のシニア版として位
置付けられています。
　国際協力への市民参加の最も身近
な例は、国際協力に従事するNGO

への支援やその活動への参画です。
日本のNGOの数は、1998 年に
「特定非営利活動促進法（NPO法）」が
施行され法的整備が進んでから飛躍
的に増加しました。実際に国際協力
活動に携わっている団体は約400と
いわれています。日本のNGOは、
ODAの裾野を広げ、国際協力分野で
の優秀な人材の育成や日本の心を
伝える活動主体として期待されてい
ます。

　開発問題の多様化・高度化により、
高度な知識と豊富な経験、外国語コ
ミュニケーション能力などを備えた有
能な人材の育成と確保、そして開発
途上国のニーズや国際社会の動向を
適切に把握するための研究活動が今
まで以上に不可欠になっています。�

　1990年に国際開発大学構想を推進
する機関として設立された（財）国際
開発高等教育機構（FASID（注76））は、
援助に携わる人材を対象とした研修
や教育、調査・研究事業などを行って
いるほか、各大学の開発協力関連講
座や学科に講師を派遣しています。

2000年には、政策研究大学院大学
（GRIPS（注77））と連携して、修士課程
「国際開発（IDS（注78））プログラム」を
開始しました。
　JICAは、専門性や意欲を持つ人材
を確保・活用するため、2003年に「国
際協力人材センター」を開設し、JICA

2. 国民参加の拡大

（１）国民各層の広範な参加

（２）人材育成と開発研究

国間援助）とバイ（二国間援助）の間
の効果的連携を目指した取組も進め
ています。国際的な援助潮流の二国
間の援助政策への反映および日本に
比較優位のある二国間援助のアプ
ローチを援助受入れ国内および国際
場裡において主流化することを目的
としたこのような試みは、日本の援
助の効果向上に資するものです。

　これまで国際社会では、経済開発
協力機構（OECD）の開発援助委員会
（DAC）の加盟国が中心となって援助
を行ってきましたが、近年、中国、
インド、サウジアラビア、ブラジル
など、DAC加盟国以外の新興ドナー
と呼ばれる国々が、開発途上国の開
発における影響力を増大させていま
す。日本を含むDAC加盟国は、新

興ドナーと連携して世界の課題解決
に取り組むとともに、新興ドナーが
透明性の高い、説明責任を果たした
責任ある援助を行うよう、対話や援
助経験の共有を通して働きかけてい
くことが大切です。
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注79　�IDE-JETRO ： Institute of Developing Economies, Japan External Trade Organization
注80　�IDEAS ： Institute of Developing Economies Advanced School
注81　�旧称 ： 開発教育／国際理解教育コンクール（2009年度に改称）
注82　�外務省 <http：//www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda>、JICA  <http：//www.jica.go.jp>、国際協力プラザ（ODA広報センター） <http：//www.apic.or.jp/plaza>
注83　�2010年3月をもって休刊。

　全国の小・中・高等学校で実施され
ている「総合的な学習の時間」は、学
習活動の一つとして開発教育や開発
途上国の抱える問題などが取り上げ
られています。外務省は、開発教育
を推進するため、外務省のホームペー
ジ内に「義務教育向け開発教育推進
ホームページ（「探検しよう！みんなの

地球」）」を立ち上げ、国際協力プラザ
のホームページにおいて動画なども
含めた様々な開発教育教材を随時提
供しています。また、2003年度以降は、
開発教育のための教材を募る「グロー
バル教育コンクール（注81）」を開催して
います。
　JICAは、学校教育の現場や地方の

国際化を推進する地方自治体などの
求めに応じて、青年海外協力隊経験
者などを講師として学校などへ派遣
する「国際協力出前講座」や、全国の
中学生・高校生を対象にしたエッセイ
コンテスト、そして「開発教育指導者
研修」を実施しています。

　ODAは国民の税金などを原資とし
ていることから、その透明性を確保し、
情報公開や発信に取り組んでいます。

（３）開発教育

（４）情報の公開と広報

　外務省およびJICAは、各々ODA
に関連したホームページ（注82）を設置
し、タイムリーで正確な情報公開と
発信を目指しています。外務省は、
国際協力に関する最新情報を掲載す
る「国際協力News」を2010年3月ま

で毎月発行し（注83）、全国の教育機関、
図書館や病院などに配布しました。
また、ODAメールマガジンを発行
し、在外公館職員やJICA関係者な
どによる実際の援助現場での体験談
やエピソードなどを紹介しています。

　さらに、国際協力をめぐる動きや
日本の取組を国民に紹介するととも
に対話を深めるため、市民との対話
「国際協力について語ろう」を毎年3

ア．広報・情報公開

やNGO、国際機関といった国際協力
関連の求人情報の提供、人材登録、
各種研修・セミナー情報の提供および
キャリア相談などを行っています。ま
た、国際協力専門員制度により、高
い専門能力と開発途上国での豊富な
業務経験を有する人材を確保してい
るほか、ジュニア専門員制度を設け、
ある程度の専門性を持ちつつも経験

の浅い若手の育成を目指しています。
2008年10月に創設されたJICA研究
所は、開発途上国政府や国際援助コ
ミュニティーへの発信を念頭に入れ
つつ、国際的に通用する方法論に依
拠した実証的、政策的な研究を推進
しています。
　このほか、日本貿易振興機構のア
ジア経済研究所（IDE-JETRO（注79））

では、研究者を中心に国内外の大学
や研究機関などの専門家と共同で開
発途上国の政治・経済・社会に関する
研究を行っています。さらに、日本人
と外国人を対象とした開発スクール
（IDEAS（注80））を設置し、開発途上国
の経済・社会開発に寄与すべく、高度
な能力を持った開発専門家を育成し
ています。
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回程度開催しています。外務省職員
が中学校、高校、大学、地方自治体、
NGOなどに出向いて国際協力につ
いての説明や解説を行う「ODA出
前講座」も実施しています。
　1997年度以来、シリーズものの
テレビ番組の放映を通じて国民の国
際協力への関心・理解を促進してい
ます。2009年度は、テレビ東京系
列で放映された「知花くららの地球
サポーター」において、開発途上国で
活躍している日本の援助関係者や裨
益する現地住民の姿などを取り上

げ、開発途上国の現状や援助の必要
性、日本のプロジェクトの効果など
を紹介しました。
　毎年「国際協力の日（注84）」（10月6
日）の前後には、日本国内最大の国際
協力イベントとして「グローバルフェ
スタJAPAN」を開催しています。外
務省、JICAおよびJANIC（国際協
力NGOセンター）が共催し、東京・
日比谷公園で土曜日と日曜日の2日間
にわたって行われるこのイベントに
は、NGOや国際機関、各国大使館
関係省庁など270団体以上が出展し、

約9万6,000人の参加者が来場して
います。
　広報の在り方については、「ODA
のあり方に関する検討」の結果、国
民の理解と支持を促進するため、
ODAプロジェクトの現状などを体
系的に可視化することなど「見える
化」の促進と、全国各地のJICA国際
センターの活用など、国民への発信
を柱として再構築していくことと
なっています。
≫ ODAの広報については、第Ⅱ部・第２章・第２節

　 国民の理解と支持の促進も参照してください

　海外においても、ODAを通じた
日本の積極的な国際貢献について認
識を高めてもらうための施策を行っ
ています。具体的には、援助にかか
わる署名式や引渡式に際してプレス
リリースを発出するなど現地プレス
の取材に協力しており、また、日本

の援助物資に日章旗ステッカー（英
語、アラビア語）や「ODAシンボル
マーク」ステッカー（英語、フランス
語、スペイン語、アラビア語、ポル
トガル語）を貼付しています。在外公
館では、現地プレスに対して日本の
援助現場の視察を企画し、現地の報

道などにおいても日本の協力が取り
上げられるような機会づくりに努め
ています。また、各種講演活動、英語・
現地語によるホームページや広報パ
ンフレットの作成も行っています。

イ．国際社会に対する情報発信の強化

　より効果的・効率的なODAを行う
ためには、援助実施状況や効果を的
確に把握し改善していくことが必要
です。そのため外務省を含む関係府
省庁やJICAは、モニタリングや評価
を強化しています。
　ODAの評価は、政策の策定（Plan）
→実施（Do）→評価（Check）→反映

（Act）のサイクル（PDCAサイクル）の
中に位置付けられ、その結果得られ
た教訓や提言はODA政策の策定お
よび実施過程に反映（フィードバック）
するため、関係部局をはじめ、被援
助国政府にも伝えられます。また国
民に対し、ODAがどのように使われ、
どのような効果があったのかを説明

することも重要であり、評価はホーム
ページなどにも掲載され、国民に対
する説明責任（アカウンタビリティー）
を果たす役割も担っています。
　現在外務省では、主に政策レベル
の評価（国別評価および重点課題別評
価）やプログラムレベルの評価（援助手
法別評価）を行い、JICAではプログラ

3. 効果的実施のために必要な事項

（１）評価の充実

注84　�1954年10月6日、日本はコロンボ・プランへの加盟を閣議決定し、経済協力を開始した。10月6日は1987年の閣議了解により「国際協力の日」と定められている。
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注85　�5年未着手案件とは案件実施決定後、5年を経過した時点で貸付契約が締結されていない、あるいは貸付実行が開始されていないなどの案件。10年未了案件とは、案件実施決定後10年
を経過した時点で貸付実行が未了である案件を指す。

ムレベルの評価（セクター別評価や
テーマ別評価など）およびプロジェク
トレベルの評価を行っています。
　外務省が実施する政策レベルの評
価やプログラムレベルの評価は、政
策の妥当性、結果の有効性、プロセ
スの適切性の観点から評価を実施し、
その客観性・透明性を確保するため、
第三者評価を行っています。なお、
2004年度より「ODA評価有識者会
議」に委託して評価を実施してきまし
たが、より効果的なODA評価の在り
方を検討するため、2009年度をもっ
て同会議は一旦終了しました。

　一方、JICAが実施するプロジェク
トレベルの評価やテーマ別評価につ
いては、2008年10月の新JICA発足
に伴い、有償資金協力、技術協力に
加え、2009年度からは無償資金協力
を加えた3つの援助手法の評価を実
施しています。今後は各プロジェクト
の事前段階から、実施段階を経て、
事後に至るまで一貫した評価を行う
とともに、3つの援助手法に整合性の
ある評価の仕組みを確立していきま
す。なお、これらの評価は妥当性、有
効性（インパクト）、効率性、持続性の
観点から行われ、事後評価において

は外部による評価を実施しています。
　これ以外にも、「行政機関が行う政
策の評価に関する法律」（いわゆる「政
策評価法」）に基づいて、外務省では
経済協力政策全般に関する政策評価
や一定額を超える案件の事前評価、
5年未着手または10年未了案件（注85）

の事後評価も行っています。
　こうした評価で得られた提言と教
訓は、それぞれフォローアップを行い、
新規プロジェクトの計画・実施へ反映
しています。
≫ ODA評価の見直しに関しては、第Ⅱ部・第２章・第1節 	

　　 
4. 評価の改善も参照してください

　援助を実施する際には、事業の実
施主体側が、環境や現地社会への影
響、たとえば、自発的ではない住民
移転や先住民・女性の権利の侵害など
に関して配慮をしているか確認しま
す。従来、有償資金協力や技術協力
では、学者やNGOなどを含む有識
者から幅広い意見を聴取し、現地の
環境や社会への配慮の確認のための
ガイドラインを施行し、無償資金協
力においても、無償資金協力審査ガ

イドラインに基づいた支援を実施して
きました。2008年10月の新JICA発
足に伴って、旧JICA、旧JBICのガ
イドラインを統合し、2010年4月1
日付で新「国際協力機構環境社会配慮
ガイドライン」を定めました。このよ
うな取組は、環境問題への配慮に関
する透明性、予測可能性、説明責任
の確保につながります。
　また、ODA事業のさらなる効率化、
透明化を図るため、無償資金協力事

業では、国際金融、開発経済、法律、
会計、情報の専門家およびNGO関
係者からなる無償資金協力実施適正
会議を開催し、案件選定にかかわる
プロセスに第三者の視点を取り入れ
ています。さらに効果的・効率的な援
助の実施のため、資機材およびコン
サルティング業務などに関し、質や
価格面において適正かつ効率的な調
達が行われるよう努めています。

　日本のODAは、国民の税金を原
資としていることから、援助によって
供与された資金の不正使用は絶対に
許されません。そのため、政府およ
びJICAは調達などの手続について透

明化を図っています。
　ODA案件の調達段階においては、
ガイドラインにしたがって開発途上国
側が入札を行い、その結果をJICAが
確認し、受注企業名のみならず契約

金額も公表することで透明性を高め
る措置をとっています。調達をはじめ、
ODA事業実施の過程で不正が行わ
れた場合は、不正を行った業者を一
定期間、事業の入札・契約から排除す

（２）適正な手続の確保

（３）不正、腐敗の防止
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注86　�正式名：「国際商取引における外国公務員に対する贈賄の防止に関する条約」（Convention on Combating Bribery of Foreign Public Officials in International Business 
Transactions）

注87　� JICAでは、統合以前から現地の安全対策を強化するため、その国の治安や安全対策に詳しい人材を安全対策クラークとして委嘱し、日々の治安情報の収集と発信、住居防犯から交通事
故対策まで、広範囲の仕事を24時間体制で対応できるようにしている。

る仕組みが整えられています。
　監査に関しては、外部監査の拡充
や抜き打ち監査の実施、監査結果に
基づく改善措置の取組を行っていま
す。外部監査の拡充については、
JICAにおいて会計監査人による外部
監査を実施しています。無償資金協
力では、300万円以上の草の根・人間
の安全保障無償資金協力案件につい
て外部監査を原則義務付け、順次実
施しています。
　抜き打ち監査の実施に関して、有
償資金協力については、政府間で合
意がなされた案件を対象に必要に応
じて監査を行い得る仕組みを導入し
ています。技術協力では、JICAにお
いてサンプリングによる内部監査を

実施しています。無償資金協力につ
いても、JICAにおいて技術的監査を
実施しています。
　また、OECD外国公務員贈賄防止
条約（注86）を批准している日本は、税
金を主な財源としているODA事業へ
の信頼性の確保のため、外国政府関
係者などとの不正な取引に対しても、
不正競争防止法などの適用を含めた
厳正な対処を行っています。
　ベトナムにおける円借款事業にお
いて不正が行われ、2008年に日本の
企業関係者が訴追され有罪判決を受
けた事件を受け、同様の不正腐敗事
件の再発防止に向けた検討を行うた
め、外務大臣の下に設置された外部
有識者からなる検討会は、2009年

9月に報告書を提出しました。これを
基に、不正行為を行った企業に対す
る外務省およびJICAの措置規定の見
直し、大使館・JICA現地事務所によ
る現地日本法人などへのサポート体
制の確立、関係業界などへの法令遵
守を促す働きかけ、企業団体との協
力の下での日本企業向けの国際契約
約款に関するセミナーの開催、相手
国によるコンサルタント選定に際して
のJICAの関与の強化、援助国間での
不正腐敗防止についての話し合いな
どの取組を実施しました。これらの取
組は2010年10月にとりまとめられま
した。

　援助関係者が活動する開発途上国
の治安状況は複雑であり、日々刻々
と変化しています。2001年の米国同
時多発テロ以降、中東地域や南アジ
ア地域では緊張が高まり、世界各地
でテロ活動が多発しています。平和
構築支援活動において、援助関係者
の安全を確保するのはきわめて重要
な課題です。
　政府は、在外公館などを通じて現
地の治安状況を把握し、渡航情報な
どの情報提供や援助関係者間での情

報の交換や共有を行っています。
JICAは、援助関係者に対する出発前
の研修やセミナーの実施、現地にお
ける緊急時の通信手段の確保、安全
対策クラークの配置（注87）、住居の防
犯設備などの整備に努めています。
また、在外公館や各国の国際機関の
事務所などとも情報交換し、各国・地
域の治安状況に応じた安全対策マ
ニュアルを作成するなど、適時適切
な安全対策措置を講じています。さ
らに、緊急時の対処やリスク管理に

ついての研修を国連難民高等弁務官
事務所（UNHCR）と共催するなど、
安全管理の強化に取り組んでいます。
無償資金協力では、コンサルタント
および施工業者への情報提供を行う
とともに、緊急時の連絡体制の整備
を行っています。有償資金協力では、
日本受注企業への情報提供などによ
り、当該企業の安全確保を図ってい
ます。

（４）援助関係者の安全確保




